
 

 

 

 

京都市人権文化推進計画 

平成１８年度取組実績及び 

１９年度事業計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京 都 市 

 



 

 

 

 

目  次 

 

 

１ 重要課題別の取組 

・ 女性 ･･･････････････････････････････････････････････････････ 1   

・ 子ども  ･････････････････････････････････････････････････････ 3  

・ 高齢者 ･････････････････････････････････････････････････････ 5  

・ 障害のある人  ･･･････････････････････････････････････････････ 7  

・ 同和問題 ･･･････････････････････････････････････････････････ 9  

・ 外国人・外国籍市民 ････････････････････････････････････････10 

・ 感染症患者等 ･･････････････････････････････････････････････11 

・ ホームレス ････････････････････････････････････････････････12 

・ その他の課題  ･･････････････････････････････････････････････13 

 

２ 各局区別の取組 

・ 各局区等共通  ･･･････････････････････････････････････････････ 1 

・ 総合企画局  ･････････････････････････････････････････････････ 2  

・ 総務局 ･････････････････････････････････････････････････････ 3  

・ 理財局  ･････････････････････････････････････････････････････ 7  

・ 環境局 ･････････････････････････････････････････････････････ 8 

・ 文化市民局 ･････････････････････････････････････････････････ 9 

・ 産業観光局 ････････････････････････････････････････････････16 

・ 保健福祉局 ････････････････････････････････････････････････18 

・ 都市計画局 ････････････････････････････････････････････････28 

・ 建設局 ････････････････････････････････････････････････････29 

・ 会計室 ････････････････････････････････････････････････････30 

・ 北区役所 ････････････････････････････････････････････････････31 

・ 上京区役所 ･･････････････････････････････････････････････････33 

・ 左京区役所 ･･････････････････････････････････････････････････34 

・ 中京区役所 ･･････････････････････････････････････････････････36 



 

・ 東山区役所 ･･････････････････････････････････････････････････38 

・ 山科区役所 ･･････････････････････････････････････････････････40 

・ 下京区役所 ･･････････････････････････････････････････････････41 

・ 南区役所 ････････････････････････････････････････････････････43 

・ 右京区役所 ･･････････････････････････････････････････････････45 

・ 西京区役所 ･･････････････････････････････････････････････････47 

・ 西京区洛西支所 ･･････････････････････････････････････････････49 

・ 伏見区役所 ･･････････････････････････････････････････････････50 

・ 伏見区深草支所 ･･････････････････････････････････････････････53 

・ 伏見区醍醐支所 ･･････････････････････････････････････････････54 

・ 市会事務局 ･･････････････････････････････････････････････････56 

・ 選挙管理委員会事務局 ････････････････････････････････････････57 

・ 監査事務局 ･･････････････････････････････････････････････････58 

・ 人事委員会事務局 ････････････････････････････････････････････59 

・ 消防局 ･･････････････････････････････････････････････････････60 

・ 交通局 ･･････････････････････････････････････････････････････61 

・ 上下水道局 ･･････････････････････････････････････････････････63 

・ 教育委員会事務局 ････････････････････････････････････････････64 



 

京都市人権文化推進計画 

1８年度取組実績及び1９年度事業計画について 

 

○ 概要 

京都市人権文化推進計画は，その進行管理として，同計画に掲げる施策について，毎

年度，具体的な事業計画を策定し，施策の実施状況の点検を行うこととしています。同

計画は１章（基本的考え方），２章（重要課題），３章（人権施策の推進），４章（計画の

推進）からなり，進行管理は第２章から４章までを対象としています。 

本書は大きく【重要課題別の取組】と【各局区別の取組】で構成しています。 

【重要課題別の取組】は，人権文化推進計画において，解決すべき人権上の重要な課題

として掲げた項目（女性，子どもほか）について，策定以降の現状と課題，及び今年度

の主な取組を示しています。（主に２章に対応） 

【各局区別の取組】は，人権文化推進計画のほか各局区の分野別計画等に基づく，人権

文化の構築にかかわる事業について，「事業名」，「（昨年度の）取組実績」，「（今年度の）

事業計画」，担当課及び分類を示しています。分類は，それぞれの事業の内容に応じて， 

① 教育・啓発（人権尊重の精神のかん養及び理念の普及） 

② 保障（人権を十分享有できなかったり，人権を侵害されるおそれがある状況の改善） 

③ 相談・救済（実際に人権侵害された場合に，相談等に適切に対応する） 

④ 推進体制・職員研修（人権施策の推進体制や職員研修，関係機関との連携等） 

の別を示し，計画全般（第１章を除く）に対応しています。 

 

○ 重要課題別の取組について 

  人権文化推進計画に掲げた重要課題（女性，子ども，高齢者，障害者，同和問題，外

国人・外国籍市民，感染症患者等，ホームレス，その他の課題）のそれぞれについて，

計画策定以降の各課題の現状と課題及び今年度の主な取組とその所管局を示しています。 

 

○ 平成 1８年度取組実績について 

・ 取組事業数 ４５２事業 

・ 各事業が対象とする人権課題の別について，主に事業を行っている局区について下

記に例示していますので参考にしてください。 

主な所管局の例 

・女性・・・文化市民局，教育委員会等 

・子ども・・・保健福祉局，教育委員会，交通局等 

・高齢者・・・保健福祉局，消防局等 



 

・障害者・・・総合企画局，保健福祉局，建設局，各区・支所，教育委員会等 

・同和問題・・・文化市民局，各区・支所，教育委員会等 

・外国人・外国籍市民・・・総合企画局，総務局，都市計画局，教育委員会等 

・感染症患者等・・・保健福祉局，教育委員会等 

・ホームレス・・・保健福祉局等 

 
○ 平成１９年度事業計画について 

・ 取組事業数   ４５０事業 

  内訳 

継続事業数   ４１９事業 

改善等事業数   ２３事業 

新規事業数     ８事業 

  ・外国籍市民行政サービス利用等通訳・相談事業（総務局） 

  ・局区等研修の奨励・支援（総務局） 

  ・あなたのチャレンジ応援し隊～男女共同参画チャレンジモデル広報事業～（文化市民局） 

  ・スクランブルスポーツクラブ 障がいのある市民との交流事業の推進（文化市民局） 

  ・人権啓発サポート制度（文化市民局） 

  ・人権の花運動（文化市民局） 

  ・区民ふれあい事業（文化芸術部会講演会）（中京区） 

  ・区民ふれあい事業（文化芸術部会バスツアー）（中京区） 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

１ 重要課題別の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

平成１９年度 重要課題取組調書 （女性） 
 
 
 
【計画策定以降の現状と課題】 
 
配偶者暴力防止法,育児・介護休業法,男女雇用機会均等法及び労働基準法
の改正，次世代育成支援対策推進法の制定など，男女の雇用機会均等や仕事
と家庭生活の両立支援等，男女共同参画社会づくりに向けての制度面での整
備は着実に進んでいる。しかし，依然として男性に比べ，管理職に占める女
性の割合は低く，家事・育児・介護における女性の負担は大きいなど，課題
も多い。 
また，ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）をはじめとする女性に対す
る暴力は，女性に対する重大な人権侵害であり，早期根絶を図るべき問題で
ある。京都市男女共同参画センター「ウィングス京都」における平成１８年
度の相談件数のうち，暴力に関する相談は２４．６％を占めている。 
本市では，平成１８年度に「きょうと男女共同参画推進プラン」の見直し
を行い，計画の後半期においてより効果的な方策を検討していくべき課題と
して，「女性に対するあらゆる暴力の根絶に向けた施策の充実」，「企業等にお
ける男女雇用機会均等対策や仕事と家庭の両立支援の取組促進」，「家庭や地
域等への男性の参画を重視した広報・啓発の推進」，「意思決定の場への男女
の均等な参画の推進」を掲げ，男女共同参画を推進する様々な取組を進める。 
 
 
 
【１９年度の主な取組】 
 
○ 「女性の積極的な登用」や「仕事と家庭の両立支援」など，男女共同参
画に率先して取り組む企業等を「きょうと男女共同参画推進宣言」事業者
として登録し，その取組内容をＰＲするなどの支援を行う。特に意欲的な
取組を推進している登録事業者に対して，市長表彰を行う。さらに，企業
等へ男女共同参画取組推進アドバイザー（仮称）を派遣するなど，働く場
における男女共同参画の取組の促進に努める。（文化市民局） 
 
○ 自営業で活躍する女性や，男性が中心の分野で活躍する女性，市民活動
における男女共同参画など，様々なチャレンジの好事例を広報することに
より，男女共同参画の推進に資するチャレンジの応援と活性化を図る「あ
なたのチャレンジ応援し隊～男女共同参画チャレンジモデル広報事業～」
を実施する。（文化市民局） 

 
○ 女性に対する暴力の防止，特にＤＶへの対策として，住民基本台帳の閲
覧制限等の支援措置を実施するとともに，関係機関，ＮＰＯ団体等との連
携の強化や，緊急一時保護施設（民間シェルター）を運営する団体に対す
る家賃相当の補助を行う。また，ＤＶに対する市民の理解を深め，被害者
を支える市民の取組を促進するため，被害者支援ボランティア講座を実施
する。さらに，配偶者等に対する暴力実態調査を行い，被害の実態を把握
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し，被害者のニーズに沿った施策の見直しに対応するためのデータとして
活用する。（文化市民局） 
 
○ 京都市男女共同参画センター「ウィングス京都」において，男女共同参
画の視点から身近なテーマを取り扱う各種講座を開催する。また，女性の
ための一般相談に加え，「働く女性のこころの健康相談」や「男性相談」な
どの相談事業を行う。（文化市民局） 
 
○ 人権情報誌「あい・ゆーＫＹＯＴＯ」において，セクシャルハラスメン
トの特集記事を掲載する。（文化市民局） 
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平成１９年度 重要課題取組調書 （子ども） 
 
 
 
【計画策定以降の現状と課題】 
 
子どもの人権を尊重し，子どもにとっての最善の利益を実現するため，新
「京（みやこ）・子どもいきいきプラン」に基づき，市民と行政が一体となっ
たネットワークの充実・強化に努め，近年増加傾向にある児童虐待（本市に
おける平成１８年度の虐待に関する相談・通告件数は過去最多の７３１件）
をはじめとする子どもの人権侵害に対して，より迅速で的確かつ身近な支援
体制を構築する。 
また，児童虐待が子どもの心身を深く傷つけ，命をも奪いかねない深刻な
人権問題であることを踏まえ，社会全体で子育てを支え合い，子どもが健全
に育成されるための意識啓発と防止に向けての取組の充実を図る。 
さらに，学校においては，問題行動，不登校，いじめや児童虐待等の兆候
を普段の子どもの言動や様子の変化から敏感に感じ取り，組織的な体制のも
とに家庭・地域と連携しながら，その予防や適切な初期対応に努める。 
 
 
【１９年度の主な取組】 
 
○ 児童福祉センターにおいて，児童虐待相談通告件数が急激に増加してい
る現状を踏まえ，被虐待児の早期発見，早期対応を強化するため，「子ども
虐待防止アクティブチーム」の体制強化を図る。（保健福祉局） 
 
○ 子どもと家庭に関わる行政機関，民間団体等で構成する「京都子どもネ
ットワーク連絡会議」に「要保護児童対策・虐待防止部会」を設置し，子
どもの人権擁護と健全育成，子育て支援を総合的に推進する。 
また，各区・支所福祉部に設置する「子ども支援センター」において，
相談・カウンセリングや子どもの健全育成と子育てに関する総合相談の実
施などに取り組むほか，「地域子育て支援ステーション」に指定した保育
所・児童館において，子育て相談や子育て講座の開催，育児に関する情報
提供等を行う。（保健福祉局） 
 
 
○ 次代を担う子どもたちが，健やかに生まれ育つ社会を目指し，大人とし
て何をすべきか，市民共通の行動規範として平成１９年２月に制定した「子
どもを共に育む京都市民憲章」の普及啓発を図り，実践行動につなげてい
く。（保健福祉局） 
 
○ 「子どもの最善の利益」への配慮を基本理念として，児童虐待の未然防
止，発見から再発防止に向けた支援を行うため，各学校において教職員研
修会を実施するとともに，ＰＴＡや地域の方々に対する啓発研修会等を開
催する。（教育委員会） 
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○ 教育相談総合センター こども相談センターパトナにおいて，子どもの心
のケアを要すると思われる気がかりな点，不登校，いじめなど，子どもの
教育上のさまざまな問題や，子育ての不安について，教育・心理専門のカ
ウンセラーによる来所相談を行う。（教育委員会） 
 
○ ｢不登校児童・生徒適応支援連携協議会｣や「不登校フォーラム」等の開
催など，子どもたちの「心の居場所づくり」のため，総合的な取組を実施
する。（教育委員会） 
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平成１９年度 重要課題取組調書 （高齢者） 
 
 
 
【計画策定以降の現状と課題】 
 
長寿社会の進展に伴い，高齢者が自立し，生きがいのある健やかな暮らし
を妨げられたり，介護者等による虐待などの人権上の問題が生じている。ま
た，高齢者は弱者であるといった画一的なイメージを抱きがちである。市民
自らが高齢者問題について考え，理解と関心を深める取組が必要である。 
このため，「第 3期京都市民長寿すこやかプラン」に基づき，高齢者がどの
ような心身の状態であっても尊厳を保ち，尊重されるだけでなく，自己実現
できる社会の実現のため，長寿社会の諸問題について市民一人ひとりが自ら
考える機会を提供するなど，啓発を中心とした施策の推進に努める。 
 
【１９年度の主な取組】 
 
○ 平成 17年度に実施した高齢者虐待防止ネットワーク運営事業の成果や高
齢者虐待防止法の施行を踏まえ，地域の関係者や介護サービス事業者等を
中心とした「早期発見・見守りネットワーク」，福祉事務所や地域包括支援
センター等を中心とした「保健医療福祉等介入ネットワーク」，長寿すこや
かセンターを中心とした「専門機関ネットワーク」を構築し，高齢者への
虐待を防止する。 
また，虐待を受けている高齢者を保護する必要がある場合は，入所施設
への措置や短期入所生活介護緊急利用者援護事業（緊急ショートステイ）
の活用等により，高齢者の安全を確保する。（保健福祉局） 
 
○ 高齢者に豊かな地域社会づくりの担い手としての役割が期待されること
から，市民すこやかフェアをはじめとするイベント開催時等に，高齢者の
活動を紹介し，従来の画一的なイメージを払拭するなど，新しい高齢者像
の啓発に努める。（保健福祉局） 
 
○ 長寿すこやかセンターで，長寿社会対策に係る各種の情報を収集し，諸
問題の把握や研究に努め，長寿社会の抱える課題等を広く市民に発信・提
言し，すべての市民が高齢者問題について考えるきっかけづくりを進める。
（保健福祉局） 
 
○ 認知症高齢者や知的障害・精神障害のある人が地域で生活するために必
要な福祉サービスの利用援助等を行う地域福祉権利擁護事業について，平
成19年度から全ての区社会福祉協議会を基幹的社協として実施体制を充実
するほか，権利擁護にかかわる関係機関や団体で構成する「京都市高齢者・
障害者権利擁護ネットワーク連絡会議」を開催し，権利擁護に係る施策・
制度の普及や啓発等を推進する。（保健福祉局） 
 
○ バリアフリーについては，高齢者や障害のある方を含め，すべての人が
安全で快適に利用できる都市の施設と空間が整ったまちづくりを推進する
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ため，建築物を建築する際に，京都市建築物等のバリアフリーの促進に関
する条例に定める施設整備基準に適合するよう指導を行っている。さらに，
公共建築物の新築・増改築時においては，バリアフリー条例の施設整備基
準やユニバーサルデザインに配慮した設計に取り組み，段差の解消，エレ
ベーターの設置，多目的トイレの設置等のバリアフリー化を推進するとと
もに，既存の公共建築物については，平成 14 年度から 18 年度までに行っ
たバリアフリー調査の結果を取りまとめ，施設所管局とともに，バリアフ
リー改修を促進する。また，平成 14 年に策定された「京都市交通バリアフ
リー全体構想」の中で選定された 14 の重点整備地区ごとに，公共交通事業
者，道路管理者及び京都府公安委員会等が実施すべきバリアフリー化事業
の内容等を定める｢基本構想｣を順次策定しており，平成 19 年度は「東福寺
地区」，「京阪藤森地区」及び「伏見地区」の 3 地区について基本構想策定
に向けた取組に着手する。（都市計画局） 

 6



 

平成１９年度 重要課題取組調書 （障害のある人） 
 
 
 
【計画策定以降の現状と課題】 
 
各種の取組を通じて，ノーマライゼーションの理念は徐々に定着しつつあ
るが，「道路に障害物が多い」，「障害のある人に理解と関心を持ってほしい」
といった意見が依然として多く寄せられており，物理的な障害のほかに，無
理解・無関心といった問題が依然として存在している。また，今なお精神障
害に関する誤った認識や偏見が存在していることが明らかになっている。 
このため，障害者の人権の問題は，市民一人一人の身近な問題であるとい
う視点，また障害の有無にかかわらず，市民一人一人が自立した主体的な存
在であり，すべての人の人権を守るという視点を基礎として施策を推進する。 
 
 
 
【１９年度の主な取組】 
 
○ 本市，事業者，市民等の行動，活動にユニバーサルデザインの考え方を
採り入れ，年齢，性別，国籍，心身の機能にかかわらず，すべての人にと
ってできる限り生活しやすい社会環境の整備を図るため，みやこユニバー
サルデザイン市民応援隊（仮称）の結成やみやこユニバーサルデザイン賞
の募集・表彰，周知冊子配布（情報ユニバーサルデザイン等に関するパン
フレット），ユニバーサルデザインアドバイザーの派遣などに取り組み，事
業者や市民の主体的な取組へのきっかけづくりを進める。（保健福祉局） 

 
○ 障害者自立支援法における利用者負担について，本市では「京都方式」と
して独自の負担軽減策を実施してきたところであるが，法施行後の障害福祉
サービスを取り巻く状況や国が実施する改善策を踏まえ，障害のある児童の
いる家庭や重度障害のある方に配慮した独自の利用者負担軽減策の更なる
拡充に加え，施設等に対する運営安定化支援などを併せて，福祉サービスの
利用を総合的に支援する「新京都方式」を創設する。（保健福祉局） 

 
○ 障害のある方の地域生活を支援する相談機関である「障害者地域生活支援
センター」について，身体・知的・精神の３障害に対応したセンターを２箇
所増設し，身近な地域において相談支援を受けられる体制を整備し，相談支
援の充実を図る。（保健福祉局） 

 
○ 認知症高齢者や知的障害・精神障害のある人が地域で生活するために必要
な福祉サービスの利用援助等を行う日常生活自立支援事業について，平成 19
年度から全ての区社会福祉協議会を基幹的社協として実施体制を充実する
ほか，権利擁護にかかわる関係機関や団体で構成する「京都市高齢者・障害
者権利擁護ネットワーク連絡会議」を開催し，権利擁護に係る施策・制度の
普及や啓発等を推進する。（保健福祉局） 
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○  障害のある青少年がスポーツを楽しむことで，交流関係の広がりを持ち
生きる喜びを実感できることや，サポートする青少年が障害を持っている
青少年と関わることで障害について理解を深めることを目的として，下京
青少年活動センターにおいて，「スクランブルスポーツクラブ 障がいの
ある市民との交流事業の推進」を 6月から 2箇月に 1度の交流の為のプロ
グラムで実施する予定である。（文化市民局） 
 
○  精神障害に対する理解を深めてもらうことを目的に，人権情報誌「あ
い・ゆーKYOTO」において，精神障害の特集記事を掲載する。（文化市民局） 
 
○ バリアフリーについては（高齢者）を参照。（都市計画局） 
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平成１９年度 重要課題取組調書 （同和問題） 
 
 
 
【計画策定以降の現状と課題】 
 
これまでの教育・啓発活動の取組により，若年層を中心に同和問題に対す
る正しい理解が普及・浸透しつつあるものの，その理解にはまだ不十分な点
も見受けられる。さらに，市民に同和問題への誤まった認識を与える「えせ
同和行為」が依然として存在し，解決の障害となっている。 
このため，引き続き，同和問題が正しく理解されるための教育・啓発活動
を行うほか，コミュニティセンターや地域の資源を有効に活用した交流事業
を実施する。 
また，これまでの環境改善事業により，住環境は大きく改善され，低位な
実態は解消されたものの，残された課題である崇仁地区における環境改善の
取組を進める。 
 
 
 
【１９年度の主な取組】 
 
○ 同和問題の正しい理解と人権意識の高揚を図る啓発拠点であるツラッテ
ィ千本や柳原銀行記念資料館において，地域の歴史や文化，生活等を中心
とした資料展示を行うとともに，特別展や講演会を開催する。 
また，同和問題に関する人権啓発パネルやビデオ等の貸出しを行う。 
（文化市民局） 
 
○ コミュニティセンターにおいて，日常生活に関する相談事業や市民相互
の交流，市民の自主的な活動を支援する「学びとふれあい」のための事業
を実施する。 
なお，「学びとふれあい」のための事業については，住民の自立意識の向
上やコミュニティの再生と活性化等を目的として，引き続き業務委託を推
進する。（文化市民局） 
 
○ 崇仁地区において，交流とコミュニティ活動の拠点，保健・医療・福祉
の総合的サービスの拠点となる合築施設を平成２０年度の供用開始に向け
て整備する。中でも，崇仁コミュニティセンターについては，京都駅に近
接する立地条件を生かし，市民はもとより，観光客も気軽に立ち寄れるよ
うな，交流機能に重点を置いた施設とする。（文化市民局） 
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平成１９年度 重要課題取組調書 （外国人・外国籍市民）  
 
 
 
【計画策定以降の現状と課題】 
 
これまでの国際理解教育や啓発活動などの取組により，異なった民族，国
籍，文化を持つ者が共に暮らしているという認識が市民の中に深まっている
ものの，依然，国籍が違うというだけで偏見や差別的事象が見受けられるの
も事実である。また，近年，新たに市内に定住する外国籍市民（ニューカマ
ー）が増加する傾向にあり，言葉や文化の違いにより日常生活に支障が生じ
たり，社会から孤立したりするなどの問題が出てきている。 
このような課題に対応するため，「京都市外国籍市民施策懇話会」の提言を
尊重しながら，学校教育や啓発事業の充実，市民レベルでの国際交流への支
援などにより国際理解の促進を図るとともに，多言語による情報提供や相談
事業の充実などにより外国人・外国籍市民が安心して生活できる環境整備を
行う。 
 
【１９年度の主な取組】 
 
○ 平成 19 年度をもって，本市における国際化の推進に係る指針である「京
都市国際化推進大綱」が策定から 10 年を経過することを踏まえ，この 10
年間に生じた国際交流や外国籍市民を取り巻く状況等の変化に対応するた
め，本市における国際化の推進に係る新たな指針となる「京都市国際化推
進プラン（仮称）」を策定する。（総務局） 
 
○ 外国籍市民に関する諸問題について，本市が取り組むべき課題等への意
見を求めるため，「京都市外国籍市民施策懇話会」を開催する。公募による
外国籍市民の 7名の委員を含む計 12 名の委員が，多文化共生のための地域
づくりや教育問題等について調査・審議する。（総務局） 

 
○ 日本語を母語としない外国籍市民等が，安心して医療サービスを受け，
健康に暮らすことができるよう，医療機関に英語と中国語の医療通訳を派
遣する。旧来の京都市立病院を含む 3医療機関に加え，平成 19 年度からは
京都桂病院への医療通訳の派遣も開始する。（総務局） 

 
○ 京都市国際交流会館に市政に関する知識を有する通訳者（英語及び中国
語）を配置し，日本語による意思疎通が困難な外国籍市民が来庁した場合
や，外国籍市民等から行政サービスの利用や手続等について問い合わせが
あった場合に，電話を通じての通訳及び相談を平成 19 年 10 月から実施す
る。（総務局） 
 
○ 高齢又は障害のある外国籍市民が，必要な福祉サービスを利用すること
ができるよう，外国語によるコミュニケーションが可能な者等が訪問相談
や福祉サービスの利用支援等を行う「高齢・障害外国籍市民福祉サービス
利用サポート助成事業」を実施する。（保健福祉局） 
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平成１９年度 重要課題取組調書 （感染症患者等） 
 
 
 
【計画策定以降の現状と課題】 
 
世界各国でエイズ患者・HIV感染者が増加している中，我が国においても先
進国の中で唯一増加傾向が見られ，積極的な予防施策を講じることが急がれ
ている。また，エイズに関する誤解や他人事とする意識等により患者・感染
者及びその家族が，様々な差別を受けるなどの問題が生じている。このほか，
エイズに関するあいまいな知識等により患者・感染者等への偏見や差別意識
が生じ，人権上の問題が生じている。 
このため，引き続き，患者・感染者の差別・偏見を解消するため，市民に
対し，あらゆる機会を通じ，エイズに対する正しい知識と患者・感染者の人
権擁護のための普及啓発等のエイズ対策を推進する。 
 
 
【１９年度の主な取組】 
 
○ 保健所において，感染不安を持つ市民を対象に，無料・匿名でHIV検査を
行うほか，４月から月2回，下京保健所において更なる受検機会の確保を図
るため夜間即日検査（予約制（午後6時～午後7時30分受付））を実施する。 
（保健福祉局） 
 
○ 市民一人ひとりがエイズについて正しく理解し，エイズのまん延防止と
患者・感染者の差別・偏見の解消を図ることを目的として，世界エイズデー
（12月1日）を中心とした日に街頭キャンペーン，ポスター掲示，啓発冊子
の配布等の世界エイズデー関連啓発事業を実施する。（保健福祉局） 

 11



 

平成１９年度 重要課題取組調書（ホームレス） 
 

 

 

【計画策定以降の現状と課題】 
 近年の雇用情勢や京都市自立支援センターの開設（平成１６年１２月）及び
入所定員の増員（平成１８年７月），ホームレス無料法律相談の実施（平成１７
年４月～）など，平成１６年８月に策定した「京都市ホームレス自立支援等実
施計画」に基づく種々の取組により，福祉事務所でのホームレスからの相談件
数や京都市中央保護所の入所者数などは減少傾向にある。 
 しかしながら，今なお，自立の意思がありながら野宿生活となることを余儀
なくされたホームレスが，本市内にも多数存在しており，その多くが河川や都
市公園等を起居の場所とし，健康で文化的な生活を送ることができない等の問
題を引続き抱えている。 
 とりわけ，福祉事務所における相談内容として，女性ホームレスや精神疾患，
多重債務等の複雑な問題を内容とする相談も増加する傾向にあり，平成１９年
１月には２回目の全国調査を実施したところである。 
 
 
 
【１９年度の主な取組】 
○ 平成１９年１月に実施した「ホームレスの実態に関する全国調査」の結果 
を精査したうえで，「京都市ホームレス自立支援等実施計画」の見直しに着
手する。（保健福祉局） 

 
 ○ 現行の「京都市ホームレス自立支援等実施計画」に基づき，平成１７年
度から，多重債務など法律的な問題を抱え自立が阻害されているホームレ
スの支援策として，ホームレス無料法律相談を京都市弁護士会の協力を得
て実施しているほか，平成１８年７月には「京都市自立支援センター」の
定員を２０名から３０名に増員したところであり，引続き，今年度におい
ても，これらの取組を積極的に推進する。（保健福祉局） 
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平成１９年度 重要課題取組調書 （その他の課題） 
 
 
 
【計画策定以降の現状と課題】 
 
個人情報に対する意識の変化や高度情報化の進展など，社会状況等の変化
に伴って，市民意識調査においても，犯罪被害者等やプライバシーの侵害，
インターネットによる人権侵害などの新たな人権課題に対する関心の高まり
がうかがえる。 
また，一定の条件を満たすことで，性同一性障害者が戸籍上の性別を変更
できる特例法の制定や，犯罪被害者等基本法に基づく犯罪被害者等の権利の
保護を図るための具体的な施策等を定めた犯罪被害者等基本計画の策定など，
その対応が進められているものもあるが，新たな人権課題に対する社会的な
理解は十分とはいえない。 
このため，引き続き，人権課題として正しく理解され，その速やかな解決
が図られるよう，必要な場合には国に対して適切かつ有効な措置を求めてい
くとともに，本市において，積極的に教育・啓発活動を推進し，実際の社会
生活にかかわる面での改善に資するよう取り組んでいく。 
 
 
 
【１９年度の主な取組】 
 
○ 新たな人権課題についての関心を高めるため，各種の人権啓発イベント
において人権啓発パネルを展示するほか，市民しんぶんにおいて取り上げ
るなど，広く周知を図る。 
（文化市民局） 
 
○ インターネット上での人権問題に対処するため，引き続き，教育・啓発を
推進するとともに，国に対して，現行法等では対応できない事象に対処す
るため，事業者の自主基準の設置を指導する等の差別行為の防止に向けた
有効な措置を全国人権同和行政促進協議会を通じて求めていく。（文化市
民局） 

 
○ 犯罪被害者等への支援については，犯罪被害等基本法及び同基本計画の
趣旨を尊重し，本市が実施する各種施策が総合的かつ効果的に機能するよ
う，庁内の連絡会議を設置，運営するとともに，京都府警察をはじめとす
る関係機関とも緊密に連携を図る。また，被害者等への援助を行う民間団
体への支援の充実に努めるとともに，人権情報誌「あい・ゆーKYOTO」等に
おいて，犯罪被害者に対して様々な支援活動を行っている団体のインタビ
ュー記事を掲載するなど，人権擁護団体の活動に関する広報に積極的な支
援を行う。（文化市民局） 
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２ 各局区別の取組 
 

 


